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1．はじめに

　海洋は温室効果ガスの増加に伴う過剰な温室効果
によって地球上に蓄積された熱の 9 割 1），主要な温
室効果ガスである CO2 の 1/4 2）を吸収してきた．し
かし，その海洋が近年，悲鳴を上げている兆候が世
界中で見られる．
　日本人が 1 人あたりの年間 CO2 排出量を 10 
t-CO2

3）とすると，このうちの 3.1 t-CO2 程度は森林
等の陸上生態系，2.3 t-CO2 程度は海洋にそれぞれ吸
収され，残りの 4.6 t-CO2 程度が大気中に残留する．
この，海洋に吸収された CO2 が海洋酸性化，大気
中に残留したCO2 が地球温暖化の主要な原因となっ
ている．
　人間活動に伴って排出される CO2 をはじめとす
る温室効果ガスが気候変動の主因であり，かつ気候
変動が海洋生態系や人間社会に深刻な影響を及ぼし
ているのであれば，対策を講じる必要があるのは明
らかである．その際に求められるのは，現状を正し
く把握し，将来を高い精度で予測し，得られた科学

的根拠に基づいた対策を適正かつ迅速に講じていく
ことである．日本近海は世界の中でも高い生物多様
性，生物生産性，生態系サービスを擁しており，ま
た海洋において最も顕著な気候変動影響の一つであ
る水温上昇も世界平均の 2 倍程度の速度で進行して
いる 4）．また，海洋環境の変化には世界的な気候変
動だけでなく局所的な人間活動も影響するが，日本
は大河川が少ないこと，環境規制が比較的厳しいこ
とから，諸外国の人口密集地域に比べると局所的な
人間活動が沿岸域に及ぼす影響が相対的に小さく，
日本沿岸は気候変動影響を検出しやすい海域といえ
る．そのため，日本近海を対象とした気候変動影響
に関する研究成果は，今後も進行する気候変動に対
して対策を講じていく上でも，日本のみならずアジ
アをはじめとする諸外国で今後，同様の取り組みを
行っていく上でも，少なからず参考になると思われ
る．
　気候変動が海洋生物資源に及ぼす影響は多岐にわ
たり，多くの報告や予測に関する成果が公表されて
いる．中でも，地球温暖化，海洋酸性化，貧酸素化
の 3 つのハザード 5）は世界的で起こっており，ま
た今後，人為起源 CO2 の排出をどの程度削減して
いくかによって数十年後の様相が大きく変わるた
め，世界中で対策が求められる．これらの現象は単
独に起こっているわけではなく，複雑に相互作用し
ている 5-8）（図 1）．本稿では，それぞれの現象が単
独あるいは複合的に海洋生物資源に及ぼす影響につ
いて紹介する．

2．地球温暖化

　地球温暖化が海洋生物資源に及ぼす影響として，
長期的な傾向である水温上昇や海面上昇，数日から
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図 1　�人為起源 CO2 を介した地球温暖化・海洋酸性化・貧
酸素化が海洋生物資源に及ぼす相互作用の概念図（藤
井ら（2021）6），藤井（2021）7），藤井（2022）8）の図を
改変）
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その多くの結果が，CO2 をはじめとする温室効果ガ
スを大幅に削減しない限り，沿岸生態系や，水産業
や観光業等を通じてその恩恵を受けている社会に深
刻な影響を及ぼすこと，その影響は今後の温室効果
ガスの大幅削減で大きく緩和できることを示唆して
いる 16）～ 20）（図 2）．

3．海洋酸性化

　海洋に吸収された人為起源 CO2 は海水と反応し
て水素イオンを発生させ，pHを低下させる．つまり，
海水中の CO2 が増えれば増えるほど，海水が元々
持っている弱アルカリ性の性質は徐々に中性あるい
は酸性の方向に変化する．この現象を海洋酸性化と
呼ぶ．酸性化が進行すると海水中の炭酸イオンが減
少するので，炭酸カルシウムの殻や骨格を持つ海洋
生物（以下，石灰化生物と呼ぶ）は殻や骨格を形成
しづらくなる．また，多くの石灰化生物は幼生期に
おいて酸性化に対して特に脆弱であることがわかっ
ている 21）．
　中深層の CO2 濃度が高い海水が沿岸湧昇で表層
に供給されやすい米国太平洋北西岸では，海洋酸性
化の影響と見られる養殖マガキ幼生の大量死 22）や，
アメリカイチョウガニの後期幼生（メガロパ幼生）
の外骨格の溶解や感覚器官の損傷 23）が報告されて
おり，いずれも重要な水産対象種であることから社
会の関心を集めている．日本近海では海洋生物に対

数年にわたって急激な水温上昇が発生する「海洋熱
波」9），そして暴風雨等の極端気象の増大に伴う陸
域から河川を介した淡水・物質流入過程の変化等が
考えられる．
　海洋生物の多くは変温動物であり，己にとって好
適な水温環境で生育・生息している．そのため，水
温環境が変わると，生物の生息・生育域や生態系機
能も変化する．水温は最も基本的な環境因子であり，
多くの海域で計測されているので，海洋生物資源の
水温影響に関する研究報告例は比較的多い．
　長期的な水温上昇傾向に伴い，沿岸生物の生育・
生息域が高緯度に移動することが知られている．日
本近海の多くは温帯に属するが，近年，温帯域に熱
帯・亜熱帯性の海洋生物が加入する，温帯の「熱帯
化」10）と呼ばれる現象が報告されている．例えば，
造礁サンゴの本来の生息域は熱帯・亜熱帯であるが，
近年の水温上昇傾向に伴い，温帯域でも生息に好適
な水温環境が生まれたことにより，生息域が高緯度
側に拡大している 11）．それに応じて，チョウチョ
ウウオ類等，その生活をサンゴ礁に依存する熱帯・
亜熱帯生物もその生息域を拡大している 12）．海藻・
海草に関しても，水温上昇に伴い，温帯域では在来
種の衰退や，南方種やサンゴ群集への遷移が報告さ
れている 13），14）．亜寒帯域においても，コンブ類等，
寒海性の海藻の衰退が報告されている15）．いずれも，
今後も続く現象と見られ，将来予測も行われている．

図 2　�日本沿岸の熱帯性の有毒魚，草食魚，観賞魚の現在の生息場所と，温室効果ガスの高排出（RCP8.5）シナリオ（上）
と大幅削減（RCP2.6）シナリオ（下）に基づく今世紀末の生息適地（Sudo et al. （2022）19）の図を改変）．カラーの図
は北海道大学プレスリリース20）を参照．
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　一方，沿岸域でこれまでに社会問題として注目さ
れてきたのは，むしろ局所的な人間活動に起因する
貧酸素化であった．日本でも高度成長期以降，陸域
からの栄養塩の過剰な流入が，沿岸域の表層での植
物プランクトンの光合成を促し，生成された有機物
が沈降して下層で分解する際に酸素が消費されるこ
とで生じる，局所的な貧栄養化が卓越していた 31）．
その後，水質環境規制が厳しくなったことで局所的
な貧酸素化は大幅に緩和された．今後，日本では人
口の減少と共に人間活動も縮小することが見込まれ
ており，日本の沿岸域では水温上昇に伴う世界規模
の貧酸素化の影響が相対的に高まっていくと予想さ
れる．
　光合成は CO2 を消費して酸素を生成する過程で
あり，呼吸や有機物の分解はその逆の過程であるこ
とから，海水中の CO2 濃度の増加と溶存酸素濃度
の減少は概ね同期して進行する．よって，貧酸素化
も，地球温暖化や海洋酸性化と合わせて考えていく
必要がある．実際，地球温暖化や海洋酸性化との複
合影響により海産生物に対する悪影響がより広範に
拡大することが懸念されている 32）．

5．対策

　気候変動影響に対する対策は，大まかには，影響
の原因を根治療法的に軽減する緩和策と，影響は当
面続くとして影響そのものに対症療法的に対処する
適応策に区別される．
　重要な緩和策として温室効果ガスの排出削減が挙

する海洋酸性化影響を直接示唆した報告例はまだな
いが，海域や時期によっては pH 等の海洋酸性化指
標の値が石灰化生物の幼生期にとって危険水準とな
る閾値を下回る値が連続観測の結果から報告されて
いる．今後はそのような海域や時期で石灰化生物の
幼生の形態観察等を通じて，海洋酸性化影響の発現
の有無を調べる必要がある．
　地球温暖化同様，海洋酸性化の将来予測も行われ
ており，日本近海を対象にした多くの研究結果が，
今後，人為起源 CO2 の大幅削減を行わないと温暖
化との複合影響によりサンゴの生息適地が消滅す
る 24）, 25），北海道の重要な水産資源であるホタテガ
イやエゾバフンウニの生息が脅かされる 26）, 27）（図
3），といった可能性を示唆している．

4．貧酸素化

　地球温暖化にともなう水温上昇によって海水中の
酸素の溶解度が下がり，酸素濃度が低下する．また，
有機物の分解や呼吸に伴い酸素消費が促進される．
さらに，水温上昇によって暖かくて密度の低い海水
が表層に留まって成層化しやすくなるため，大気と
の気体交換で供給される酸素が海洋内部に届きにく
くなる 28）（図 1）．これらは世界規模で起こってい
る貧酸素化である．実際，日本近海の広い海域でも
長期的な貧酸素化傾向が報告されている 29）．また，
米国西海岸では中深層の酸素濃度が低い海水が沿岸
湧昇によって表層付近にもたらされたことによる沿
岸域の底魚の大量死が報告されている 30）．

図 3　�北海道日本海側を対象にした，ホタテガイやエゾバフンウニの温暖化・酸性化影響の将来予測結果（藤井（2022）8）の
図を改変）．
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　沿岸域の水産業には，漁獲や養殖の場所・対象種・
形態を変更する，新たに加入した馴染みのない魚で
も食べ方を工夫する，といった適応策が求められる．
その他，石灰化生物の海洋酸性化影響は生物種や成
長段階によって異なり，特に幼生期に脆弱であるこ
とから，CO2 濃度が低い好環境を人工的に用意し，
幼生期だけでもその環境下で飼育するといった適応
策も考えられる 8）, 36）, 38）～ 40）．
　気候変動対策を着実に進めていく必要性は世界共
通だが，その優先順位は国・地域によって異なる．
貧酸素化にしても富栄養化等，局所的な要因が主た
る原因なのであれば，まずはその要因を軽減する対
策を進めるのが先決である．また，人為起源 CO2

の排出量は比較的少ないにも関わらず，将来，海面
上昇により国土が消失することが懸念される太平洋
島嶼国等の国・地方では，緩和策よりも高潮・高波
等への対策（社会インフラの整備等）が優先されて
然るべきだろう．

6．おわりに

　近年，パリ協定や国連持続可能な開発目標
（SDGs），海洋プラスチック問題等をめぐる国際的
な動向や，国内の政権の意向等を踏まえた緩和策と
適応策の優先順位の移り変わり，加えて近年の予想
だにしなかった新型コロナウィルスの長期的影響等
を受けて，気候変動問題に対する社会の相対的な関
心度も刻々と変化している．しかし，本稿で紹介し
たように，地球温暖化・海洋酸性化・貧酸素化対策
の第一はあくまでも人為起源 CO2 の大幅削減であ
る．地球の平均気温上昇を産業革命前に比べて 2℃
より充分低く抑え，1.5℃に抑えるというパリ協定
の目標達成を目指す場合，今後，CO2 をはじめとす
る温室効果ガスを排出する余地が殆ど残されていな
い 32）,41）ため，温室効果ガスの大幅削減をできるだ
け早急に実現していく必要がある．
　一方，地球温暖化によって一旦暖められた海洋は，
その莫大な熱容量ゆえ，将来の CO2 排出シナリオ
にかかわらず，気候変動の影響が今後数十年は続く
と懸念される．そこで，上記の緩和策と並行して，
本稿で紹介した適応策も合わせて実施していく必要
がある．さらに，世界規模の気候変動影響との複合
要因になっている局所的な環境ストレスを軽減する
対策を各沿岸域で講じ，将来，気候変動影響がより
甚大になることを少しでも回避する努力をすること
が，将来世代につけ回ししないためにも重要である．

げられる．一方，CO2 以外の温室効果ガスの削減は
地球温暖化や貧酸素化を緩和するが，海洋酸性化の
根本的な解決にはならない．そのため，海洋生物資
源に対する気候変動影響の緩和策として最も重要な
のが人為起源 CO2 の削減であり，そのための最も
効果的な対策の一つが，燃焼に伴って CO2 を排出
する化石燃料を，CO2 排出の少ない他のエネルギー
に転換することである．国による 2020 年 10 月の

「2050 年カーボンニュートラル宣言」以降の社会的
な緩和策への関心の高まりもあり，発電時の CO2

排出が少ない再生可能エネルギーの導入が加速して
いる．地域資源である再生可能エネルギー導入の便
益は他にも，地域経済の活性化や分散型エネルギー
システムの構築への貢献等，多岐に渡る．よって，
根本的には，太陽光や太陽熱を含む再生可能エネル
ギーの適正な推進は大いに行っていくべきものであ
る．一方，再生可能エネルギーの急速な導入拡大の
結果，生態系保全との間のコンフリクト（軋轢）が
懸念される事例も報告されており，生態系に最大限
配慮しつつ再生可能エネルギーの導入を進めていく
ためには，NEXUS（連環）アプローチ 33）～36）のよ
うな考え方も必要となってくる．
　温帯域の「熱帯化」や，亜寒帯域の「温帯化」は，
これまではその地域で見掛けることの少なかった海
洋生物資源の加入をもたらす 19）, 20）．近年，「熱帯化」
による熱帯性・亜熱帯性の有毒魚の目撃事例が増え
ているが，今後も温帯域でこの傾向は続くと認識し
た上で，見慣れない有毒魚をうっかり触ったり食べ
たりしないよう，子供を含む地域のステークホル
ダーに対して十分な注意喚起をすることも，重要な
適応策である．また，草食魚の加入による海藻・海
草の食害は藻場のさらなる衰退に繋がるため，防護
ネットを張る等の食害対策を講じることも有効であ
る．一方，観賞魚の加入は，ダイバー等にとっては
魅力的であり，地域の海洋観光・レジャーの資源と
して有効活用できる可能性がある．温帯性のブリの
水揚げが近年，北海道で増加している 37）ことも亜
寒帯域の「温帯化」の一例として挙げられるだろう．
これまで北海道にはブリの食文化は根付いていな
かったが，最近では北海道近海で水揚げされたブリ
の切り身が普通に北海道のスーパーマーケットにも
並ぶようになり，ブランド化して高値で販売される
ものも出てきた．このように，気候変動影響に応じ
て食文化や海洋観光・レジャーの対象とする海洋水
産資源を柔軟に変えていくことも重要な適応策であ
る．
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